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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人コン

ピュータソフトウェア協会（CSAJ）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して

日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した

日本工業規格である。 

これによって，JIS X 25051:2011 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 X 25051：2016 
 (ISO/IEC 25051：2014) 

システム及びソフトウェア製品の品質要求及び評価

（SQuaRE）－既製ソフトウェア製品（RUSP）に 

対する品質要求事項及び試験に対する指示 

Software engineering-Systems and software Quality Requirements and 

Evaluation (SQuaRE)-Requirements for quality of Ready to Use Software 

Product (RUSP) and instructions for testing 

 
序文 

この規格は，2014 年に第 2 版として発行された ISO/IEC 25051 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

幅広い様々な適用業務分野で，既製ソフトウェア製品（RUSP）の使用が増加しており，多くの場合，そ

の正しい運用操作が，ビジネス適用業務，安全性適用業務及び個人適用業務にとって，極めて重要となる。 

既製ソフトウェア製品（RUSP）は，その製品の特質及びその他の品質に影響を及ぼすことのなかった取

得者に対して既製品として販売されるパッケージ・ソフトウェアである。典型的には，ソフトウェアは，

利用者用文書類と一緒に，こん（梱）包されて，又は WEB ストアを通じてダウンロードされて，販売さ

れる。利用者が，クラウドコンピューティングを通じていつでも使用できるソフトウェア製品も既製ソフ

トウェア製品（RUSP）とみなしてもよい。外装表示又は供給者の WEB サイトで提供されている情報は，

製造者又はマーケティング組織が，取得者及び利用者に情報を伝えることができる唯一の手段であること

が多い。それゆえ，その既製ソフトウェア製品（RUSP）の品質が取得者のニーズに合っていることを評

価できるように，必要不可欠な情報を取得者に提供することが重要である。 

高品質の既製ソフトウェア製品（RUSP）を選ぶことが最も重要である。なぜならば，既製ソフトウェア

製品（RUSP）は，様々な環境で運用操作されたり，類似ソフトウェアとの性能比較の機会もなく選択さ

れたりするかもしれないからである。供給者には，既製ソフトウェア製品（RUSP）によって利用者に供

給するサービスに対する信頼を確かにする手段が必要である。この信頼の提供において供給者を援助する

ために，場合によっては，供給者は，評価又は認証について適合性評価グループを選択することもある。 

加えて，利用者がビジネス上又は安全性上の重大なリスクに伴う保証を必要とする場合，購入後に利用

者が選択した手法を用いて，これらの保証に対処する必要があるかもしれない。この規格は，既製ソフト

ウェア製品（RUSP）に対して，安全性上又はビジネス上の重大な最小限の品質要求事項を特定すること

は意図してはいないが，参考になる手引を提供している（附属書 A 参照）。 

JIS X 25051:2011 は，JIS X 0129-1:2003 に基づいて開発され，JIS X 0152:1995（2011 年に廃止済み）を

置き換えるものであった。この規格は，JIS X 0129-1:2003 品質モデルを置き換えた JIS X 25010:2013 に適

合させるために，JIS X 25051:2011 を改正したものである。 


